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～はじめに～ 

 
 二酸化炭素などの温室効果ガスは、地

表面から放射される熱を吸収し、再び地

表面に戻すこと（再放射）により、地球

の平均気温を摂氏 15 度程度に保つとい

う大きな役割を担ってきました。「地球

温暖化」はこの温室効果ガスが必要以上

に増加することにより、地表の温度が上

昇してしまう現象をいい、近年大きな問

題としてクローズアップされています。 
このような中、2009（平成 21）年６

月、当時の麻生首相は 2020（平成 32）
年までに 2005（平成 17）年比で 15％
削減する目標を公表しました。また、2009（平成 21）年９月、当時の鳩山首相は 2020（平

成 32）年まで に 1990（平成２）年比で 25％削減する目標を公表しました。2010（平成 22） 
年３月には、「地球温暖化対策基本法案」が閣議決定されるとともに、「地球温暖化対策に係

る中長期ロードマップ（環境大臣試案）」が公表され、「2020（平成 32）年に 1990（平成２）

年比 25％削減、2050（平成 62）年に 80％ 削減」という中長期目標の実現に向けた対策・

施策と行程が提示されました。なお、京都議定書第一約束期間５年間の平均排出量は、年間

で 12 億 7,800 万トンであり、基準年度比で 1.4％の増加となりましたが、これに森林等吸収

源及び京都メカニズムクレジットを加味すると、５年平均で基準年比 8.4％減となり、京都議

定書の目標（基準年比６％減）を達成することが確実とされています。    
小山町においても、二酸化炭素の排出量を削減するエコ・アップ・プランとして「小山町

地球温暖化対策実行計画」を平成 13 年から継続的に策定しています。平成 13 年 3 月に策定

した第一次計画では基準年度を平成 11 年度（1999 年）とし、平成 13 年度から平成 17 年度ま

での 5 年間に二酸化炭素の排出量を 6％削減する目標を、また、平成 18 年 3 月に策定した第

二次計画では基準年度を平成 16 年度（2004 年）とし、平成 18 年度から平成 22 年度までの 5
年間に二酸化炭素の排出量を 6％削減する目標を立て、平成 23 年 3 月に策定した第三次計画

では基準年度を平成 21 年度（2009 年）とし、平成 23 年度から平成 27 年度までの 5 年間に二

酸化炭素の排出量を 6％削減する目標を立てました。 
これに伴い町の事務・事業による温室効果ガス排出量の削減に率先して取り組んだ結果、

第一次策定期間では二酸化炭素の排出量は着実に減少し、第二次策定期間では目標達成には

至らず微増という結果となりましたが、第三次策定期間では二酸化炭素の排出量を減少させ

ることが出来ました。この結果については、指定管理者制度導入により管理施設が減少した

事が、主な理由であると考えております。 
今後も、地球環境や生物の生存条件が適正な状態に保たれるためには、継続的な努力が必
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要であり、基準設定の見直しを含む対策の更なる推進のため、地球温暖化対策推進法に基づ

き平成 28 年 10 月、第四次地球温暖化対策実行計画を策定し、二酸化炭素の排出量を平成 28
年度から平成 32 年度までの 5 年間に 5％の削減を目指します。 
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Ⅰ 計画策定の意義と達成状況 
 
１ 計画策定の意義 
 小山町は、さまざまな事務・事業を行う行政の主体としての役割のほか、町内でも極めて

大規模な経済活動主体としての性格を併せ持っているため、事業者や町民等に、地球温暖化

対策に向けた自主的かつ積極的な取組みの実行を求めるとともに、町自らも事業者・消費者

の一員として、率先して温室効果ガスの排出抑制を推進する意義は極めて大きいと考えられ

ます。この実行計画を策定し実施することにより、地域の温室効果ガスの実質的な排出抑制

に寄与することが期待されます。また、実行計画策定の効果については次のことが考えられ

ます。 
 
(1) 町が率先して環境に配慮した取組みをすることで温室効果ガスの排出を抑制し、また町民

や事業者の配慮行動を促進し、総合的に温室効果ガス排出を抑制する。 
(2) 環境に配慮した購入活動を計画的に推進することで、市場にグリーン購入運動（環境への

負荷が少ないエコマーク商品等優先的に購入する運動）を展開し、循環型社会の構築を支

援する。 
(3) 電気、燃料や水の消費量を削減し、廃棄物の発生量を抑制することにより、事務経費を削

減できるなどの二次的・経済的効果が期待できる。 
 
２ 第三次計画における温室効果ガス削減目標の達成状況 

 旧計画では、温室効果ガスの削減目標について、平成 27 年度の温室効果ガス排出量（二酸

化炭素換算）を平成 21 年度（2009 年）対比 6％削減としています。 
 例えば、小山町では、これまで昼休みなどの休憩時間は事務室の一斉消灯、空調設備の設

定温度の徹底、エレベーターの運行管理の見直しなど様々な省エネ対策を継続的に実施して

きました。また、指定管理者制度の導入により管理施設が減少し、平成 27 年度における温室

効果ガス排出量は、基準年度の平成 21 年度比で 37.3％の減少となり、目標を達成することが

出来ました。 
 

～温室効果ガス排出量の推移～ 
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Ⅱ 基本的事項 

１ 計画策定の目的 
実行計画は、地球温暖化対策推進法第８条に基づき、町の事務・事業に関する温室効

果ガスの排出の抑制等に取り組むことにより、地球温暖化対策の推進を図ることを目的

とします。 

２ 計画の対象 
対象物質は二酸化炭素（CO２）とします。 

３ 計画の期間 

 

４ 計画の範囲 
実行計画の対象範囲は、本庁、出先機関及び指定管理者制度などによる外部への請負や

委託(施設の管理運営を含む)含めた全ての機関に係る事務・事業とします。ただし、民間

企業、公益法人により実施している事業は、実行計画の対象外としています。 
 

 

実

行

計

画

の

対

象

範

囲 

町長部局 

議  会 

委 員 会 

企画総務部：町長戦略課、未来拠点課、総務課、税

務課、おやまで暮らそう課 

住民福祉部：住民福祉課、健康増進課 

経済建設部：建設課、商工観光課、農林課、都市整 

備課、上下水道課 

防災課、会計収納課、北郷支所、足柄支所、須走支

所 ※施設（庁舎、健康福祉会館、上下水道施設、

あしがら温泉、道の駅） 

議会事務局 

教育委員会 

教 育 部：こども育成課、生涯学習課 

※機関（幼稚園、こども園、保育園、小学校 

中学校） 

※施設（総合文化会館、総合体育館） 

選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、固定資産

評価審査委員会 

本計画の期間は、平成２８年度を初年度とし、平成３２年度までの５年間とします。 

計画の策定に当たっては、平成２７年度を基準年度として削減目標等を定めます。 

計画は、技術の進歩や社会情勢の変化等により、必要に応じ、見直しを行います。 
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５ 実行計画の位置付け 
本町における実行計画と関係法令等との関係は、次のとおりです。 
 
 

【世 界】 

    平成４年６月（1992 年）《地球サミット》 

 

 

   ・持続可能な開発のための人類の行動計画    平成９年１２月（1997 年） 

   ・21 世紀へ向けて取り組むべき課題 

アジェンダ 21 気候変動枠組条約 

京 都 議 定 書 

【日 本】 

    平成４年１２月 

 
アジェンダ 21 行動計画 環 境 基 本 法 

環境基本計画 

率先実行計画 

平成５年１１月 

平成６年１２月 

平成７年６月 

地球温暖化防止行動計画 

地球温暖化対策の推進に関する法律 

平成１１年４月施行 

国の事業者・消費者としての環境保全に 

向けた取組みの率先実行のための行動計画 

【小山町】 

 環 境 基 本 条 例 

環 境 基 本 計 画 ローカルアジェンダ２１ 

温 暖 化 対 策 地 域 推 進計 画 

地球温暖化対策推進

法に基づく実行計画 

事業者、消費者とし

ての率先実行計画 

＜地球温暖化対策実行計画＞ 
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Ⅲ 計画の目標 

１ 温室効果ガス(CO２)の総排出量に関する削減目標 
温室効果ガスの総排出量の削減目標を、次のとおり定めます。 

 
※ 削減目標には、道路街灯、防犯灯など、削減が困難な庁舎管理以外の電気の使用に

伴う二酸化炭素排出量を除きます。 
 

２ 分野別削減目標 
地球温暖化対策を推進するための分野別削減目標を、次のとおり定めます。 

   

  計画分野  対策の概要   

   

  ・エネルギーの適正利用  ・電気の使用量を平成 27 年度比で（以下、同じ）5％以上   

     削減する。   

  ・灯油の使用量を 7％以上削減する。   

  ・ＬＰＧの使用量を 6％以上削減する。   

  ・ガソリンの使用量を 7％以上削減する。   

  ・軽油の使用量を 7％以上削減する。   

   

  ・省資源／リサイクル対策  ・水の使用量を 10％以上削減する。   

    ・コピー用紙の使用量を 10％以上削減する。   

  ・庁舎から発生する廃棄物量（リサイクル量を除く。）を   

   25％以上削減する。   

  ・廃棄物のリサイクル率を 50％以上とする。   

  ・公共工事から発生するコンクリート、アスファルト、発   

   生土のリサイクル率を１００％とする。   

   

  ・グリーン購入  ・物品を購入する際は、原則として、「物品の購入等に係   

     る環境配慮（グリーン購入）指針」に基づき、環境に配   

   慮した製品の購入率を 70％以上とする。   

  ・公用車は、「公用車への低燃費・低公害車導入指針」に   

  適合する車種の購入を促進する。   

   

【目 標】 

基準年（平成 27 年度）の温室効果ガス総排出量は 1,942 ﾄﾝ CO２でした。

温室効果ガス総排出量を、平成 32 年度までに基準年と比較して 5％削減

することとします。 
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Ⅳ 目標達成に向けて実行すべき取組み 

１ 取組みの方針 
温室効果ガスの排出抑制に関する対策は、庁舎内での取組みが主となり進められるも

のが多いため、対策の適用可能な範囲を定め、対象とする庁舎区分・出先機関区分を明

らかにし、取組み内容の決定に当たってはこの区分された単位において、取るべき行動

や配慮すべき施策を明らかにします。 
行政の率先的行動として、前章で掲げた目標を具体化するため、計画分野の取組みを

次のとおり定めます。 
 

１）財（物品等）やサービスの購入に当たっての取組み 

省エネ製品の購入、低燃費・低公害車の購入、再生紙の購入、グリーン製品の購入、

リサイクル製品の購入の徹底 
 

２）財（物品等）やサービスの使用に当たっての取組み 

照明機器やＯＡ機器の適正使用、給湯器の適正使用、再生紙の使用及び用紙使用量

の減量化、水の有効利用、自動車の整備及び運転の適正化、自転車の活用 
 

３）建築物の建築、管理、解体に当たっての取組み 

エネルギー使用量の抑制、冷暖房温度の適正管理、照明器具の適正管理、太陽光等

自然エネルギーの有効利用、節水設備の導入、省エネ・省資源に配慮した素材の選択、

解体廃棄物のリサイクル化、周辺の緑化 
 

４）物品の廃棄に当たっての取組み 

物品の適正管理、電気・機械器具等の再生利用、廃棄物の分別回収・減量化、自動

車や冷蔵庫等で使用される代替フロン冷媒の回収・破壊の適正処理 
 

５）発注工事や施設管理委託に当たっての取組み 

環境に配慮した事業の構想・計画及び事業の実施、環境に配慮した工事手法の実施、

環境保全対策の実施・点検、産材の利用促進、委託した施設管理者への実行計画策定

指導 
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２ 具体的な取組み内容 
地球温暖化防止対策推進のため、目標となる数値を明確にした前章の分野別削減目標

達成に向け、事務・事業の各分野で次のような具体的な取組みを実行します。 
 

 １ 財やサ－ビスの購入・使用・廃棄に当たっての環境保全への配慮 

 ・ 購入に当たっての配慮 

 ア グリ－ン購入の推進：グリ－ン購入の取組みを推進する。 

   ※グリ－ン購入 

    商品を購入する際に、環境への負荷が少ないエコマーク商品、グリーンマーク商品、エ 

    ネルギースターロゴ商品等を優先的に購入すること。 

 イ 各種情報の活用 

   ・「グリ－ン購入ネットワ－ク」（財）日本環境協会 

   ・「物品等の環境負荷の少ない仕様、材質等に関する推奨リスト」（環境基本計画推進関係 

   省庁会議）のガイドラインに該当する製品の情報を活用し、購入を行う。 

・小山町役場財務規則第２１７条に定める共通物品のうち、「小山町グリーン製品購入基本 

指針」に掲げる品目及び製品。 

 ウ 製品別の購入の留意点 

  ○紙 類 □コピ－用紙、ＯＡ紙の購入及び、ポスタ－、パンフレット等印刷物を作成

する際は、原則として「古紙配合率１００％、白色度７０％以下」の用紙

とする。 

  ○電気製品 □照明機器は、適正規模のものを選択する。 

   □エネルギ－効率の高い製品を導入する。 

  ○公用車 □低燃費・低公害車など環境に配慮した車種を導入する。 

□小型化を行う一方、保有台数の削減を図る。 

  ○文具事務機 □消耗品、事務用品等は、環境への負荷の少ないものを選択する。 

   器・その他 □リサイクル製品や再利用可能な製品を購入する。 

   □使い捨て用品や過剰包装製品の購入を自粛する。 

 ・ 使用に当たっての配慮 

 ア 用紙 □両面コピ－、裏紙利用の徹底を図る。 

  □ミスコピ－用紙の裏面活用を図る。 

  □ワンベスト運動、ペ－パ－レス運動の徹底を図る。 

  □形式的な添書や回答文書を廃止する。 

  □庁内メ－ルの活用を図る。 

□積極的な電子メール活用により紙の減量化を図る。 

  □ホッチキスに変え、クリップ等の使用を図る。 

  □会議資料や手持ち資料の減量化を図る。 

  □ファックスの送付状をできる限り省略する。 

  □印刷部数の減量化を図る。 
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  ○電 気 □昼休み等の休憩時間は消灯に努める。 

   □日中は、場所により間引き照明をする。（廊下、窓側、ロビー、トイレ等） 

 イ 
 

エ
ネ
ル
ギ
ー 

 □パソコン、コピ－機、プリンタ－は、一定時間後省エネモ－ドとなるよう

設定する。 

  □会議室や倉庫などは、使用時のみ点灯する。 

  □計画的な業務執行による残業時間の短縮、ノ－残業デ－の徹底を図る。 

  □時間外勤務における部分点灯を励行する。 

  □退庁時、必要のない電源ケ－ブルをコンセントから抜くことを徹底する。 

 ○公用車等 □経済走行を実施し、省エネ運転を徹底する。 

  □タイヤの空気圧の点検等定期的に自動車を整備する。 

  □合理的、効率的に車両を運行する。 

  □鉄道、バスなどの公共交通機関の積極的な利用に努める。 

  □駐車時のアイドリングストップの徹底を図る。 

   □同一目的地への相乗りを推進する。 

   □ノーカーデーを推進する。 

   ○その他 □ガス給湯器の効率的使用に努める。 

   （ガス等） □節水を励行する。 

    □冷暖房の適正温度を順守する。 

   □遊休物品の利用促進を図る。 

 ・ 廃棄に当たっての配慮  

 ○廃棄物の減量化 □事務機器、用品等の故障、不都合の際の修繕・利用を徹底する。  

           資源化 □廃棄物減量化を徹底する。  

       リサイクル □ゴミの分別排出のため、回収ボックスを設置し、分別を進めリサ

イクルを推進する。 

 

  □個人ゴミ箱の順次撤去を進める。  

 
 

 ２ 事業部門等における環境保全への配慮  

 〔上水道施設〕  

 □環境への負荷の少ない機器の導入を推進する。  

 □節水の協力要請をする。  

 □水質の検査を実施する。  

 □薬品、危険物の数量、保管状況を記録し、適正な管理に努める。  

 
 

 ３ 教育・保育等における環境保全への配慮  

 〔教育・保育機関〕  

 □環境関連に関する研修会等を積極的に開催する。  

 □環境教育の積極的推進を図る。  

 □環境にやさしいまちづくりの啓発に努める。  

 □適正発注による給食廃棄物の減量に努める。  
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 ４ 建築物の建築、管理等に当たっての環境保全への配慮  

 ・ 設計・施工・管理・解体に当たっての配慮  

 ア 設計、施工 ・建物の建設に当たっては「環境配慮型官庁施設計画指針」（国土

交通省）等に基づき、省エネ・省資源など環境保全の模範となる

施設の建設に努める。（特に、産材の有効利用、自然エネルギ－

の利用に留意しながら、環境負荷の低減を図る。） 

 

 イ 管理 

（省エネルギー 

 等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

□夏季の設定温度は２８度を目安とし、過度な冷房を行わない。  

 □冬季の設定温度は２０度を目安とし、過度な暖房を行わない。  

 □クールビズ、ウォームビズの慣行。  

 □省エネ・省資源設備など環境負荷の少ない機器の導入、転換に努

める。 

 

 □省エネ型照明機器等の導入、転換に努める。  

 □環境負荷が少ない燃料への転換に努める。  

 □節水機器の導入、転換に努める。  

 □パッケ－ジエアコン等の更新について、非フロン機器の導入の徹

底を図る。 

 

 □緑化の保全や計画的な推進に努める。  

 □その他環境保全に配慮した管理に取り組む。  

 ウ 解体 □分別回収し、廃棄物の再利用に努める。  

 

 

 ５ 公共事業等における環境保全への配慮  

  環境基本計画の「開発事業における環境配慮指針」等に基づき、環境に配慮した  

 公共事業の推進に努める。  

  都市緑化や省エネルギ－対策を推進する。   

  □都市緑化を推進する。  

  □未利用エネルギ－を活用する。  

   □廃棄物回収システムの整備に努める。  

  □エネルギ－消費の少ない住宅づくりやまちづくりを推進する。  

  交通渋滞の緩和、二酸化炭素の排出抑制   

 □ 道路の整備、物流拠点の整備を進め、パ－クアンドライドなど交通需要マネジメ 

ントを推進する。 

 

  □徒歩、自転車の利用推進のため、歩道を整備する。  

  建設副産物の発生抑制、リサイクル、適正処分などの推進   

  □産材や間伐材の積極的な活用、環境に配慮した建設資材を選択する。  

  □廃ガス対策建設機械の使用を推進する。  

  □コンクリ－ト塊、アスファルト塊などの建設廃棄物の再利用や発生土砂の有効  

   利用を推進する。  
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Ⅴ 実行計画の推進と点検・評価 

１ 推進・点検・評価体制 
「小山町地球温暖化対策実行計画」の実施については、推進本部を設置し、本部が中心

となって全庁的な取組みを図ります。 
推進本部は、副町長、部長、課長等により組織し、実行計画の実施状況の点検・評価・

見直し等を行うこととします。 
推進本部に事務局を置き、町長の定める課が所掌します。 

・全庁的な推進体制の整備・点検・評価 

全庁的に実行計画を推進するため、推進本部の下部組織として各課や出先機関に推

進委員を配置し、実行計画推進体制を整備します。 
推進委員幹事会を設置し、実行計画の内容や実施状況の点検、見直し案の策定を行

います。 

・各課及び出先機関における日常的な点検の実施 

推進委員は、実行計画の実効性を高めるため、温室効果ガスの排出状況や取組み内

容を把握・点検し、課や出先機関内における実行計画の数値目標の達成に向けた取組

みを推進するとともに、職員に対して、環境に配慮した事務・事業を推進するための

情報の提供や取組みの支援を行います。 
 

推 進 本 部 

実行組織（推進委員幹事会） 

    （推進委員） 

 

所属職員の取組み 

【本部の役割】 

・全庁的な計画の推進 

・計画の見直し 

・計画の点検・評価 

【実行組織の役割】 

（推進委員幹事会） 

・計画の内容、実施状況

の点検 

・計画の見直案の策定 

（推進委員） 

・所属での計画の周知徹

底、推進 

・所属での CO2 の排出状

況、取組みの把握 

・所属内での情報提供、

支援 
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２ 継続的進行管理 
温室効果ガスの排出状況や取組みの達成状況を的確に把握することは、今後の継続的

管理を推進するためには最も重要な事項です。 
推進本部は、実行計画進行管理体制に基づき、推進委員に対して定期的に調査・報告

を求め、事務・事業における温室効果ガスの総排出量、数値目標の達成状況等の点検・

評価を行います。 
 
 
 

 
 
 

３ 職員に対する研修等 

１）環境保全に関する研修及び情報提供等 

定期的に推進委員会議を開催し、実行計画の周知徹底や意識の高揚を図るとともに、

環境保全活動、環境保全に関するシンポジウムや研修会などへの職員の積極的な参加

が図られるよう情報提供に努めます。 
 

２）環境保全活動への職員の積極的な参加の奨励 

環境保全のためのボランティア活動や環境ＮＰＯへの活動参加などへの積極的な参

加が推進されるよう職場での環境づくりを推進します。 

３）職員提案の募集 

町の事務・事業に関する環境保全対策を積極的に推進するため、これまでに掲げ 
た取組み以外の効果的な取組み内容の提案を募集します。 

推
進
本
部 

調査項目の確定 

調査票の作成 

排出量計算･出力 

データの登録 

調査票の配布 調査票の回収&ﾁｪｯｸ 

活動量の把握 調査票への入力 

推
進
委
員 
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４ 実行計画の進捗状況の公表 
温室効果ガス（CO2）の総排出量、数値目標の達成状況、取組み状況等については、毎

年度、広報紙、ホームページ等により公表します。 
 


